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研究要旨 労働安全衛生行政は、平成 25 年度を初年度とする 5ヵ年計画で
ある「第 12 次労働災害防止計画」において、労働災害による死亡者数の
15％以上の減少などを目標として掲げている。これらの目標を達成するた
めに各種施策に取り組んでいるが、その具体的検討・実施に当たっては科
学的知見の更なる集積が不可欠であり、当研究所も墜落災害の防止や食品
機械の安全等について協力を行っている。 
このような取り組みを実施するため、法令による対策に加え、行政が労
働災害防止関係等の団体や個別の企業に働きかけ、その協力を得て、これ
ら関係者の自主的な取組を促進することにより、政策の推進が図られてい
る。たとえば、「あんしんプロジェクト」等の取組みを展開しており、その
運動に参加する事業場では事業者、労働者が共に高い安全意識を保ちなが
ら労働災害防止運動に取り組んでいる。これらの行政推進施策等について
は、参考とすべき好事例が数多くあると考えられ、中小事業場等に水平展
開することにより労働災害の防止に寄与することが可能となる。しかし、
その好事例について調査された研究はほとんど見受けられず、さらに、そ
の効果について検討された例も少ない。 
そこで、本研究では、今後の行政推進施策等への反映が可能な好事例を
調査し、他への展開の可能性の検討を行うとともに、取組みに参加した事
業者及び労働者の安全意識や安全対策の変化を調査する。その結果を踏ま
え、行政推進施策等による労働災害の発生率の低下等の波及効果を、各種
経済指標等との比較により分析することにより、今後の施策等に効果的と
考えられる取組みについて検討する。具体的には、以下の 4 項目を実施す
る。 
1）建設業における好事例、安全意識等の調査 
2) 製造業・陸上貨物運送事業における好事例、安全意識等の調査 
3）小売業・飲食店における行政推進施策の好事例モデルの提案等 
4）労働災害の発生率の低下等の波及効果の分析 
これにより、第 12次労働災害防止計画において重点目標に掲げられた労
働災害の減少に寄与することができる。さらに、行政推進施策等による労
働災害の発生率の低下等の波及効果を分析することにより、今後の施策等
に関し効果的と考えられる取組みについて検討することができる。 
 

 

Ｉ．総括研究報告 
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Ａ．研究目的 
労働安全衛生行政は、平成 25 年度を初年
度とする 5ヵ年計画である「第 12 次労働災
害防止計画」において、労働災害による死
亡者数の 15％以上の減少、休業 4日以上の
死傷者数の 15％以上の減少（平成 24 年か
ら平成 29 年までに）などを目標として掲げ
ている。これらの目標を達成するために各
種施策に取り組んでいるが、これら施策の
具体的検討・実施に当たっては、科学的知
見の更なる集積が不可欠であり、当研究所
も墜落災害の防止や食品機械の安全等につ
いて協力を行っている。 
このような取り組みを実施するため、法
令等に具体的対策を定め、その実行を事業
者に求める一方で、行政が労働災害防止関
係団体、関係事業者団体、そして個別の企
業に働きかけ、その協力を得て、これら関
係者の自主的な取組を促進することにより、
政策の推進が図られている。たとえば、
「STOP！転倒災害プロジェクト」等の取組
みを展開しており、その運動に参加する事
業場では事業者、労働者が共に高い安全意
識を保ちながら労働災害防止運動に取り組

んでいる。 
これらの行政推進施策等については、参
考とすべき好事例が数多くあると考えられ、
中小事業場等に水平展開することにより労
働災害の防止に寄与することが可能となる。
しかし、その好事例について調査された研
究はほとんど見受けられず、さらに、その
効果について検討された例も少ない。 
そこで、本研究では、平成 27-29年度に、
今後の行政推進施策等への反映が可能な好
事例をヒアリング等により調査し、他への
展開の可能性の検討を行うとともに、それ
を活用した行政推進施策を提案し、アンケ
ート調査等により、行政施策推進効果の検
証等を行う。その結果を踏まえ、行政推進
施策等による労働災害の発生率の低下等の
波及効果を、各種経済指標等との比較によ
り分析することにより、今後の施策等に効
果的と考えられる取組みについて検討する
ことを目的とする。 
平成 28年度は、建設業、製造業、陸上貨
物運送事業、小売業、飲食店における好事
例を平成27年度に引き続き収集するととも
に、建設業の死亡災害の傾向分析および諸
外国における労働災害損失の計測手法につ
いて検討した。 
 
Ｂ．研究方法 

本研究では、行政推進施策等による好事
例やその効果を検討するため、以下の4項目
を対象に研究を進めた。 
1）建設業における好事例の収集と安全意識
や安全対策の変化の調査、H27～29  
震災復興や2020年東京五輪に向けて、建
設工事が増加する傾向にある。英国では、
2012年ロンドン五輪関連工事において災害
防止活動を活発化させ、大幅に労働災害が
減少した。 
そこで、平成28年度は、平成27年度に実
施した英国におけるオリンピックの成功事
例の日本への適応検討や、米国において提
唱されている、設計時に工事の安全を考え
るPtd (Prevention through Design)と呼ば
れる手法を調査した。 
2) 製造業・陸上貨物運送事業における好
事例の収集と安全意識や安全対策の変化の
調査、H27～29 
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 製造業は、多岐にわたる産業を含むため、
以下に示す最近の行政推進施策や海外の動
向を中心に、陸上貨物運送事業を加えて調
査を行った。 
①爆発火災災害防止に関しては、平成25年
の化学プラントの爆発火災災害防止に関す
る通達等の取り組みが行なわれている。そ
こで、安全対策の更なる高度化のため、国
内外での災害防止の取組内容を幅広く調査
することとした。 
平成28年度も引き続き欧米を中心に安全
衛生関連機関等を訪問して各国の規制の現
状と企業の対策の概要を調査した。 
②アーク溶接作業での感電災害防止には交
流アーク溶接機用自動電撃防止装置があり、
平成23年には始動感度を取り入れて構造規
格、技術上の指針が改正となっている。そ
こで、アーク溶接作業を含めた感電災害防
止対策等の好事例について先進的取り組み
等の調査を行うこととした。 
平成28年度は、入手した交流アーク溶接
機用自動電撃防止装置の始動感度などの特
性を測定するとともに、韓国の感電災害防
止対策の実情を調査した。 
③当研究所では、荷役作業時における墜落
災害防止に関する厚生労働省委託事業を実
施し、平成25年の荷役作業の安全対策ガイ
ドラインの基礎となるデータを提供してき
た。 
平成28年度は、平成27年度に調査した荷
役作業時における墜落防止機材について、
実際の現場での使用状況を調査するととも
に、海外に目を向け米国の好事例について
調査した。 
3）小売業・飲食店における行政推進施策の
好事例モデルの提案等、H27～29 
小売業・飲食店では、これまで各種行政
推進施策が講じられてきたが、雇用者数増
加もあり労働災害件数は減少せず、それら
の効果の検証は困難なことから、第12次労
働災害防止計画での行政推進施策による好
事例の可能性調査に加え、行政推進施策の
好事例モデルを提案する。 
平成28年度は、新たな行政推進施策の好
事例モデルを提案することを目的に休業4
日以上死傷災害データ（以下、死傷災害と
いう）の分析結果などを基に、主要業態別
にみた労働災害発生状況の特徴を整理する

とともに、再発防止対策として昨年度の好
事例調査結果に基づき安全教育ポイントな
どを抽出し、それらを基に労働災害防止用
パンフレットを制作した。 
4）労働災害の発生率の低下等の波及効果の
分析、H27～29 
近年、労働災害発生件数は減少傾向にあ
るが、経済の停滞等の要因もあると考えら
れる。そこで、経済要因を排除し、行政推
進施策等による効果を解明するために、各
種経済指標（有効求人倍率、鉱工業生産指
数等）と労働災害統計（死亡災害、強度率
等）の変動を比較し、行政推進施策等によ
る労働災害の発生率の低下等の波及効果を
分析する。 
平成28年度は、労働災害の損失の計測手
法に関して、新たな指標開発や新しい知
見・技術を集積するため、海外文献を対象
に、主にここ10年間に出版・発表された既
往文献調査を行った。また、経済要因を排
除して、行政推進施策等による効果を今後
評価するための基礎資料を得るため、建設
業における死亡災害の傾向分析を行った。 
 
Ｃ．研究結果 
 
平成 28年度は、以下の研究を実施した。 

1）建設業における計画・設計段階から考え
る工事安全の事例調査 
建設業における計画・設計段階から考え
る工事安全の事例として、米国の PtD
（Prevention through Design、施設や設備の建
設，製造，使用，保守，廃棄に関連した危
険とリスクを最小限にすることを目的とし，
設計の段階から労働災害の防止を考慮する
という概念）、英国の 2012 年ロンドンオリ
ンピック・パラリンピック関連工事の事例
調査を行った。写真-1はPtDの事例であり、
維持管理等まで考えて安全帯の取り付け金
具をあらかじめ構造物に取り付けるように
設計したものである。 
また、英国の好事例として、設計上の決
定に起因するリスク低減対策を調査した。
主な事例として、以下の対策が実施されて
いた。 
•橋の張り出し架設の採用：高所作業および
過度なコンクリートへの穴あけを回避する
ため。 
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•維持管理のための通路の設置：設計の時に
組み込まれた。 
•ユニット化して工場等での現場外組み立
てを増やす：高所作業を含む現場での建設
作業を最小限に抑えるため。 
•鉄鋼業者との早期関与：施工性の強化を行
うためであり、これによって、組み立て・
施工に係る時間を節約し、組み立て・施工
リスクへの暴露を軽減した。 
調査結果は、2020 年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会 大会施設工事安
全衛生対策協議会運営のため、厚生労働省
に情報提供した。 

 

写真-1  安全帯取り付け金具 1) 
 

2) 化学プラントにおけるリスクアセスメ
ントの好事例収集調査 
今年度は、安全先進国としての米国にお
ける安全研究の拠点の一つであるテキサス
A&M大学の 2組織、およびヨーロッパにお
いては中規模事業所の 1 例を選定し、当該
国における化学プラントにおけるリスクア
セスメントの実施状況などを把握すること
を主眼として、調査を行なった。 
その結果、爆発火災防止のためのリスク
アセスメント、爆発火災防止対策、および
教育訓練等に関する好事例を得た。写真-2
は、教育訓練の好事例の一つとして、実規
模のケミカルタンクを模擬した訓練施設を
示す。 
3) アーク溶接作業での感電災害防止にお
ける好事例の収集調査 
交流アーク溶接機を多く使用している現
場として、造船所の現地調査を行った。始
動感度が規定された構造規格に基づく自動
電撃防止装置を内蔵した交流アーク溶接機

が数台導入されていたので、その使用感に
ついて調査した 

 

 
写真-2 実規模のケミカルタンクを模擬し
た訓練施設 

 
現場へのヒアリングと溶接試験を実施し、
現場作業者に確認したところ、始動感度の
上限値が取り入れられた自動電撃防止装置
の使用感は、上限値が定められていなかっ
た従来の自動電撃防止装置と変わらないこ
とを確認した。また、自動電撃防止装置の
始動感度などを試験する装置が市販されて
いない現状を確認した。 
次に、平成 23年には構造規格に始動感度
が取り入れたことから、当該構造規格に基
づき製造された外付け及び内蔵の自動電撃
防止装置について始動感度を中心として特
性を確認した。その結果、対象とした交流
アーク溶接機に内蔵あるいは外付けされる
自動電撃防止装置の始動感度の仕様では
120～180Ωであるが、測定値では120～159
Ωであった。これらは構造規格の第 13条の
2 で定められた 260Ω以下をいずれも満足
するものであった。 
4) 陸上貨物運送事業における好事例の収
集調査 
陸上貨物運送事業における荷役作業の安
全対策ガイドラインが制定されてから数年
が経過したが、昨年度の調査の結果、当研
究所で考案した工法に類似した製品が開発
され、市場に供給されているとの情報を得
たので、当該製品の実際の現場での使用状
況について調査を行った。 
その例として、荷主庭先据置型（分担報
告書 4 参照）の墜落防止設備の現場での使
用状況を写真-3 に示す。作業床に取り付け
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られた 4 つの車輪により、容易に移動・位
置調整を行うことが可能であることがわか
る。地上から荷台までの昇降設備を備え、
荷台の反対側および妻側には、手すり・中
さん・つま先板を供えている。荷積み・荷
卸し作業では、その手すり部分に安全帯を
取り付け、荷台に上がって作業を行うこと
となる。なお、車体が長い場合などでは、
本装置を縦に 2 台設置し妻側の部分で連結
させることも可能となっている。現場では、
複数の墜落防止設備を用いて対策を講じて
いた。作業者にコメントを求めたところ、
設置が容易で作業がしやすいとの事であっ
た。ただし課題として、トラックの荷台の
高さがトラックの種類によって異なるため、
当該設備と荷台の高さが合わない場合があ
ることが挙げられる、とのことであった。
様々な種類のトラックに対応可能な製品が
期待される。 
 

 
写真-3 荷主庭先据置型の墜落防止設備 

 
 
次に、写真-4 に示すのは、米国における
安全大会にて展示されていたトラック積載
型（分担報告書 4 参照）の墜落防止設備で
ある。米国においてもトラックの荷台から
の墜落災害が発生しており、その防止対策
が必要とされているとのことであった。こ
れらの機材は荷台からの墜落防止のみなら
ず、通常の作業床や船の乗り込み等、様々
な用途でも利用されているようである。 
日本市場においても、トラックの荷台か
らの墜落防止対策のための製品が少しずつ
充実してきている。トラック積載型の墜落
防止設備として日本で製品化されたものの
中には、手すり付きの製品やシンプルな構

造のもの等、好事例が得られた。さらに、
上端部にスプリング状のバネがついており、
トラックの荷台の高さに応じて、昇降設備
の長さを変えることができるようになって
いるものもあった。 
 

 
写真-4 米国におけるトラック積載型の 
墜落防止設備 

 
5）小売業・飲食店における行政推進施策好
事例モデルの提案 
小売業の死傷災害の推移をみると、平成
17 年から平成 27 年の間、製造業は-28.1％、
建設業は-31.9％と大幅に減少したが、逆に、
小売業は+1.0％増加している。 
小売業の死傷災害を事故の型別にみると、
最も多いのは「転倒」で全体の 3 分の 1 以
上を占める。次いで、「動作の反動・無理な
動作」、「墜落・転落」、「切れ・こすれ」の
順に多い。 
これを主要業態別にみると、衣料品スー
パーは、墜落・転落災害が一番多いなど、
業態別に様々な特徴がある。家電・家具量
販店は他の業態と比べ、崩壊・倒壊災害、
激突災害が多く、ホームセンターは飛来・
落下災害が多い。また、ドラッグストアは
崩壊・倒壊災害が多く、コンビニエンスス
トアは高温・低温物との接触災害（ヤケド）
が多い。また、切れ・こすれ災害がほとん
ど見受けられない業態は数多い。 
次に、飲食店における平成 17 年～27 年
の死傷災害の推移をみると、製造業、建設
業が大幅に減少する中、飲食店は+21.6％と
大幅に増加している。 
飲食店の死傷災害を事故の型別にみると、
小売業同様、「転倒」が 27.7％を占め最も
多いが、「切れ・こすれ」も 25.4％を占め、
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「転倒」に迫るほど多い。次いで、「高温・
低温物との接触」、「動作の反動・無理な動
作」、「墜落・転落」、「はさまれ・巻き込ま
れ」の順に多い。 
死傷災害発生状況を、今度は主要業態別
にみてみると、ハンバーガーショップは「高
温・低温物との接触」が最も多く、回転寿
司は「切れ・こすれ」が「転倒」を大きく
上回る。また、配達飲食サービスは「交通
事故（道路）」が最も多い。 
6）諸外国における労働災害損失の計測手法 
主にインターネット検索を利用して、各
国の政府機関や大学が公開している論文や
調査報告書を収集した。現在（2016年）か
ら 10 年間遡り、発行年が 2006 年以降のも
のを中心に収集したが、概念や理論の整理
をした文献については古いものも扱った。
海外文献については国ごとに分けて文献を
収集し、それぞれの国の手法の違いを分析
した。その結果、 
①アメリカ型損失評価モデル 
②イギリス型損失評価モデル 
③シンガポール型損失評価モデル 
④発展途上国型損失評価モデル 
⑤ニュージーランド損失評価モデル 
⑥EU加盟国モデル 

を得た。 
7) 建設業における死亡災害の傾向分析 

10 万人当たりの建設業における死亡者数
を調べると、世界のトップである英国と較
べ日本の死亡者数は約 3 倍であることがわ
かった。 
しかし、 
①10 万人当たりの死亡者数の視点のみで、
各国の安全性の程度を比較・評価するのは
妥当ではないと考えられる。 
②諸外国と比較して、我が国の施工スピー
ドは速いと考えられる。その中での災害発
生率を平等に評価できないか。 
③諸外国と比較しての一事業現場での労働
者数にも差異があるのではないか。 
④そもそも物価の差異が大きいのではない
か。 
との疑念があり、各国の評価および我が
国の政策の効果を評価するうえで、これら
の影響をできるだけ排除する必要がある。
そこで、その基礎資料を得ることを目的と
して、建設投資額にどの程度の労働力がつ
ぎ込まれたのかを表す一つの指標として、
建設投資１兆円あたりの建設作業員数を用
い、死亡災害件数との関係を調べた。 
図-1は、建設業における過去 20年間の死

図-1 建設業における過去 20年間の死亡災害件数と 

建設投資１兆円あたりの建設作業員数との関係 
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亡災害件数と、建設投資１兆円あたりの建
設作業員数との関係を示したものである。
両者の間に、強い相関関係（R2=0.937）が
みられた。 

 
Ｄ．考察 
 
 本研究の結果を考察すると以下のとおり
である。 
1) 建設業における計画・設計段階から考え
る工事安全の事例調査 
当研究所において平成 29年 2月 15-16日
に「労働安全衛生に関する国際ワークショ
ップ（IWOSH2017）」が開催された。 
本ワークショップは、英国及び米国の労
働安全衛生政府機関の専門家と我が国の専
門家が一堂に会して、「労働安全衛生におけ
る許容される Riskの考え方－安全目標の考
え方」を中心に各国の考え方や政策につい
て討議し、今後の労働安全衛生対策の方向
性等について検討することを目的として開
催したものである。その中で、米国の PtD
と英国の 2012年ロンドンオリンピック・パ
ラリンピック関連工事の安全衛生等、本研
究に関連性のある講演が行われた。講演終
了後、全体討論を行い、本ワークショップ
の成果として、今後の労働安全衛生対策の
方向性等について次の事項の必要性を確認
した。 

 
•リスクゼロを目指すべきではあるがリ
スクは必ず存在するものなので、許容でき
るリスクを設定して、合理的に実行可能な
範囲でできる限りリスクを低減すべきであ
る。 
•建設や化学産業等、日本では施工時や運
用時のリスクアセスメントが中心であるが、
できる限りリスクを低減するために英国の
CDM や米国の PtD のように、計画や設計
段階からリスクアセスメントを実施する必
要がある。 
•それと同時に、KY 活動等によるボトム
アップ型の安全活動は、リスクアセスメン
トのようなトップダウン型の労働安全衛生
対策にはない利点があるため、両者をうま
く融合していくことも重要である。 
•労働災害の原因調査、ハザード評価はリ
スクを特定し対策を検討するためにも非常

に重要である。 
•労働者の高齢化が進んでいる現状を踏
まえ、今後は、若年労働者の対策に加え、
高齢者の労働災害を考慮した安全衛生対策
を検討する必要がある。 

 
以上のように、計画・設計段階からリスク
アセスメントを行う必要性が提言された 2)。 
2) 化学プラントにおけるリスクアセスメ
ントの好事例収集調査 
今回調査した事業場では、爆発火災防止
のためのリスクアセスメント等が、きわめ
て厳密に行われていた。また、変更管理に
ついても確実に管理するための仕組みが整
備されていた。変更管理は、適切に行われ
なければ事故発生に至る可能性が高くなる
ため、例えば米国 OSHA（Occupational Safety 
and Health Administration）のプロセス安全管
理（PSM、Process Safety Management）では、
変更管理を一つの重要な要素と位置付けて
いる。日本においても、論理的に整合の取
れた変更管理の仕組み作りを目指した議論
が行われてきている。大企業でなくとも、
それらの管理が実装されている例として、
本事業場での取り組みは注目すべきもので
あると思われる。 
教育訓練の好事例については、実物大の
施設を使った大規模な物であったが、この
ような機関を設立し、運営していくには一
企業等の力では不可能であり、公的機関の
支援が必要不可欠であると思われる。また、
爆発火災災害は特定の企業でのみ発生する
わけでなく、大企業から中小規模事業場ま
ですべからく発生する可能性がある。した
がって特に、中小規模事業場への支援とい
う観点からも、公的機関が関わっていくこ
とが妥当であると思われる。 
その手始めとしては、まず大規模の爆発
火災による災害を防止するにはプロセスの
リスクアセスメント及び影響評価に基づく
予測、及びその結果及び現場の状況に応じ
た現実的な対処策の策定が重要であるとい
うマインドをもって、各々の事業場への支
援、監督を行っていくことが重要であると
思われる。 
3) アーク溶接作業での感電災害防止におけ
る好事例の収集調査 
アーク溶接作業は感電災害の危険性が高
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いことから、リスクアセスメントや保護具
の着用、危険低減装置の使用などの対策が
採られている。今回は、韓国について調査
した。 
韓国では我が国のアーク溶接作業による
感電防止と類似した規則を導入している。
産業安全保健基準に関する規則（労働安全
衛生規則）第 306 条（交流アーク溶接機な
ど）においては、感電危険性の高い次の場
合には自動電撃防止装置を設置することが
義務づけられている。また「アーク溶接装
置の設置及び仕様に関する技術指針」
（KOSHA GUIDE E-76-2013、韓国産業安全
健康公団）においても同様の規定がなされ
ている。 
１．船舶の二重船体内部、若しくは Ballast
タンク、若しくはボイラー内部等導電体に
囲まれた場所 
２．墜落する危険性がある高さ 2ｍ以上の場
所で鉄骨等導電性の高い接地物に労働者が
接触するおそれがある場所 
３．作業員が水、発汗などで導電性が高く
湿気の多い状態で作業する場所 
 上記の１、２は我が国の労働安全衛生規
則第 332条と同じであるが、3に挙げられた
「作業員が水、発汗などで導電性が高く湿
気の多い状態で作業する場所」は我が国の
労働安全衛生規則には定めがない。 
4) 陸上貨物運送事業における好事例の収
集調査 
日本で製品化されたトラック積載型の墜
落防止設備の土台となる部分は、軽量であ
るとともに、昇降設備を備えており、実用
的なものとなっている。また昨年度と比較
して製品が多くなってきており、加えてト
ラックの荷台の高さに応じて昇降設備の高
さを調整できるものに改良が加えられてい
る点で進歩が見られる。 
一方、製品化された荷主庭先据置型の墜
落防止設備については、完成度が高く、そ
の普及が望まれる。当該製品の課題として
は、昨年度と同様、作業床の高さとトラッ
クの荷台の高さの調整を簡易に行う方法を
整備することと思われる。 
5) 小売業・飲食店における行政推進施策好
事例モデルの提案 
小売業は、女性の被災者を想像しがちで
あるが、男性の被災者が多い業態がある。

小売業全体では男性の被災者は 26.6％に留
まるが、家具・家電量販店では男性が 57.6％
と半数を超え、ホームセンター、住生活ス
ーパー、無店舗販売も男性の被災者が 40％
を超えている。 
小売業は、中高年齢の被災者が多いと思
われがちである。実際、小売業全体では 40
歳以上が 70％を超え、業態別にみても、百
貨店 80.3％、総合スーパー80.1％、食品ス
ーパー76.0％と40歳以上がとても多く被災
している。 
しかし一方、衣料品スーパーは 40歳以上
の被災者は 46.0％に留まり、逆に 29歳以下
が 35.8％も被災している。住生活スーパー
も同様の傾向である。 
ただ、コンビニエンスストアは、被災者
は若年齢層に集中するイメージが持たれが
ちであるが、30代 40 代を中心に各年代で被
災している。 
調査した業態を対象に企業ブランド （企
業が有する業態別等店舗のこと）別に労働
災害発生状況をみると、上位 30 企業ブラン
ドは、合計 46.8％と半数近くを占め、労働
災害の発生が集中している。これらに対し、
重点的な対策が求められる。 
次に、飲食店における被災者の性別は、
小売業と比べ男性が多い（男性の被災割合
は、小売業の 26.6％に対し、飲食店は
40.3％）。これは、労働災害発生リスクが高
い調理作業を男性が担うケースが多いため
と考えられる。チェーン系居酒屋、ラーメ
ン店でこの傾向が特に強い。一方、配達飲
食サービスも男性の割合が高いが、これは
小売業の無店舗販売と同様、配達員は男性
が多いことによるものと考えられる。 
大半の業態で 20 代の被災割合が最も高
く、40代～50代が中心の小売業と比べ、飲
食店は若年齢層が被災している。特に、チ
ェーン系カフェ、チェーン系居酒屋、丼物
（ファストフード）、配達飲食サービスはこ
の傾向が強い。一方、持ち帰り飲食サービ
スは、50 歳以上の被災が全体の半数近くを
占める。 
調査した業態を対象に、企業ブランド 別
に死傷災害発生状況をみると、小売業同様、
上位 30 企業ブランドは、合計 48.4％と半数
近くを占め、死傷災害の発生が集中してい
る。重点的な対策が求められる。 
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6) 諸外国における労働災害損失の計測手
法 
各国のモデルの中で、表-1 に示す文献よ
りアメリカ型損失評価モデルについて考察
する。表-1 の文献より、アメリカで主に採
用されている損失計測の手法は、以下のと
おりである。 
・Willingness-to pay (WTP) 法…労働災害の
死亡確率を削減することができるとして、
それに対して人々が支払っても良いと考
える最大金額のこと 
・WTPに基づくVSL（Value of Statistical Life）
法…死亡リスク削減の評価に使う指標。
統計的生命の価値 
・Cost-of-Illness (COI) 法…疾病コスト法。
疾病のために実際に消費されている医療
資源の費用のみならず、社会全体に生じ
ている損失まで費用として計上し、その
疾病が社会全体に及ぼす費用を明らかに
しようとする 
直接費と間接費の算出であり、さらに

NIOSHでは労働災害による死亡事故による
損失を自動計算する「損失計算機（Cost 
Calculator）を開発したという。この計算機
は死亡事故が国内総生産に与える経済的損
失を計算するもので、NIOSHの合衆国外傷
性業務上死亡災害（NTOF : National 
Traumatic Occupational Fatalities）監視
システムに報告された死亡事故のデータに
基づいて計算が行われるようである。 
 
表-1 アメリカ型損失評価モデルに関する
文献 

書名 Deriving Fatal Injury Costs: 
A State Pilot Study 

書名（邦訳） 「事故で死者が出た場合の損
失を求める：国による予備調
査」 

作者 Elyce Bibble, Dan Hartley, 
Serena Starkey, Victor 
Fabrega, and Scott 
Richardson 

組織 U.S. Bureau of Labor 
Statistics 

発行年 2005 
 
7) 建設業における死亡災害の傾向分析 
図-1 に示した分析結果より、建設投資額
に対する労働者数の割合が減少するほど、

死亡災害が多くなる傾向を示しているとい
える。非常に相関が高いため、この関係は
我が国だけではなく他の国にも当てはまる
のではないかと考えられる。 
ただし、平成 25 年と平成 26 年ではこの
相関関係が大きく崩れており、従来の傾向
に比べ死亡災害が発生しにくくなったと考
えられる。その要因は、今後の検討課題と
した。 
 
Ｅ．結論 
 
 本研究をまとめると、以下のとおりであ
る。 
1) 建設業における計画・設計段階から考え
る工事安全の事例調査 
本研究では、米国と英国における、計画・
設計段階から工事の安全を検討した事例を
調査した。その結果より、計画・設計段階
での工事安全の検討を我が国でも導入すれ
ば、リスク低減効果は大きいと考えられる
好事例が得られた。さらに、当研究所で開
催された「労働安全衛生に関する国際ワー
クショップ（IWOSH2017）」においても、計
画・設計段階からリスクアセスメントを行
う必要性が提言されており、本研究の結果
が改めて確認された。 
2) 化学プラントにおけるリスクアセスメ
ントの好事例収集調査 
米国における安全研究の拠点の一つであ
るテキサス A&M 大学の 2 組織、及びヨー
ロッパにおいては中規模事業所の 1 例を選
定し、当該国における化学プラントにおけ
るリスクアセスメントの実施状況などを把
握することを主眼として、調査を行なった。 
その結果、ヨーロッパで調査した中規模
事業場における化学物質及び化学反応に関
する危険性評価及び爆発火災防止のための
リスクアセスメント等へのエフォートはか
なり大きかった。また、プロセスの変更管
理への取り組みは、好事例として注目すべ
きものであった。 
米国での調査に関しては、大規模の爆発
火災による災害を防止するにはプロセスの
リスクアセスメント及び影響評価に基づく
予測、及びその結果及び現場の状況に応じ
た現実的な対処策の策定が重要であり、そ
れらを支援していくための教育訓練機関の
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設立が望ましい。しかしながら、日本での
そのような体制の構築には時間が必要なこ
とから、まずは公的機関がそのようなマイ
ンドを持って、事業場が爆発火災防止対策
をとっていく支援を行っていく必要がある
と思われる。 
3) アーク溶接作業での感電災害防止にお
ける好事例の収集調査 
始動感度の上限値が取り入れられた自動
電撃防止装置の使用感は、上限値が定めら
れていなかった従来の自動電撃防止装置と
変わらないこと、自動電撃防止装置の始動
感度などを試験する装置が市販されていな
い現状を確認した。 
自動電撃防止装置の始動感度を測定した
結果、構造規格に定められた上限値を満足
していることを確認した。 
韓国におけるアーク溶接作業による感電
防止の規則を調査した結果、日本と類似し
ていることがわかったが、水、発汗などで
導電性が高く湿気の多い状態で作業する場
所で自動電撃防止装置の使用が義務づけら
れている点が相違していた。 
4) 陸上貨物運送事業における好事例の収
集調査 
今年度の調査により、荷役作業の安全対
策ガイドラインの解説等で示された工法の
うち、トラック積載型および荷主庭先据え
置き型の両タイプの墜落防止機材が実用化
されていることがわかった。また米国にお
いてもトラックからの墜落防止対策が重要
な課題の一つとされており、様々な機材が
製品化されていることがわかった。 
5) 小売業・飲食店における行政推進施策好
事例モデルの提案 
小売業・飲食店における死傷災害の分析
結果をもとに、小売業の労働災害防止用パ
ンフレット（図-2参照）、および飲食店の労
働災害防止用パンフレット（図-3 参照）を
制作した。そして、2017年 2月末、全国の
都道府県労働局及び労働基準監督署等（全
376 カ所）に各 200 冊、中央労働災害防止
協会技術支援部に各 500 冊、日本労働安全
衛生コンサルタント会都道府県支部（47カ
所）に各 200 冊送付し新しい労働安全衛生
行政施策を提案した。 
 

 
図-2 小売業の労働災害防止用パンフレット 

 
図-3 飲食店の労働災害防止用パンフレット 
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6) 諸外国における労働災害損失の計測手
法 
企業の安全活動、労働安全行政施策の推
進等による効果を明らかにするため、海外
文献調査を行い、企業や社会全体における
労働災害に伴う経済損失の大きさ、安全対
策の費用対効果等を計測する手法を整理し
た。その結果、それぞれの国の特性に応じ
その方式に改訂を加えている点に特徴があ
るといえる。 
7) 建設業における死亡災害の傾向分析 
建設業における死亡災害件数の傾向分析
の結果、建設投資１兆円あたりの建設作業
員数との間に非常に高い相関関係が見られ
たことから、今後は諸外国の事例について
同様の検討を行い比較する予定である。さ
らに、他の経済指標により補正をかけ、各
種施策の効果も検討する予定である。 
 
参考文献 
1) Mike Toole (2017) Prevention through 
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Sustainability, North American Steel 
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2) 大幢勝利 (2017) 「労働安全衛生に関す
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Ｆ．健康危険情報 
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